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１．背景と目的

　医薬品産業は、がん、心疾患、脳卒中、高血圧
症、高脂血症、糖尿病、認知症、難病、希少疾患、
感染症などの多岐にわたる疾病との対峙において
多種多様な医薬品需要に応えることで、予防、症
状の緩和、治療等を通じて人々の健康および経済
活動に貢献してきた１）。医薬品産業の研究開発に
よって新たに創出された医薬品は、将来にわたっ
て人類を疾患による様々な不利益から保護するこ
とを可能とするという意味で、世界的な公共財を
創出する産業だと言える。同時に、医薬品産業は、
そのために必要な研究開発費を公的投資によるの
ではなく、その大部分を自ら調達しており、研究
開発競争の中で、上市に成功した新薬の製造・販
売から全ての研究開発投資を回収し、リスク負担
への対価を出資者に支払うことが資本市場から求
められている産業でもある２）。
　医薬品産業がもたらす経済貢献には大きく分け
て２点ある。１つは、医薬品の受益により、人々
の健康からもたらされる経済のけん引力としての
貢献である。消費者の将来の健康そのもの、また
は健康に起因する経済への効果のことであるが、
医薬品の使用が健康に及ぼす影響は長期間にわた

り発生するため、定量的な評価をおこなうことは
著しく困難である３）。ただし、今般の新型コロナ
ウイルス感染症の流行により、安全安心な生活の
喪失は個人の暮らしだけでなく経済にも多大な影
響を及ぼすことが明らかになったことから、この
人々の健康からもたらされる経済への貢献につい
ては医薬品の存在意義の重要性と共に社会的に認
知されていると言える４）。
　医薬品産業がもたらす経済貢献のもう１つは、
研究開発集約型の先進製造業として、財・サービ
スの生産活動から生じる付加価値創出、それに伴
う国への安定した高水準の納税額維持、生産性の
高い高度人材の直接雇用の創出等にある。また、
サプライチェーンによって生み出される経済波及
効果や雇用波及をもたらしており、医薬品産業は
その経済活動を通じて持続的な社会の成長に貢献
している。
　具体的な数字の一例として、2020年、ドイツの
経済研究機関である WifOR Institute は、主要経
済指標である GDP（Gross Domestic Product：国
内総生産）に対して医薬品産業がどれだけ貢献し
ているかを数値化している５）。報告によると、世
界の医薬品産業は、2017年に5,320億米ドルのGVA
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（Gross Value Added：粗付加価値）６）を直接効果
として世界にもたらし、その額は世界の総付加価
値（＝世界GDP）の１％に相当する額であるとし
ている。また、報告書の中で、日本国内の医薬品
産業のGVAは、世界の医薬品産業全体のGVAの
６％に寄与しており、その規模は米国24％、欧州

（28ヶ国）21％、中国15％に次ぐことが示されてい
る。ただし、日本と欧米主要国（アメリカ、ドイ
ツ、イギリス、フランス）における各国 GDP へ
の医薬品産業 GVA の寄与率や経年分析は示され
ていなかった。
　そこで本稿では、国内医薬品産業の製造業とし
ての経済貢献状況を把握するため、日本の医薬品
産業が創出するGVAについて、OECD（Organisa-
tion for Economic Co-operation and Develop-
ment：経済協力開発機構）のデータを用いた主要
国との経年比較をおこなった。加えて、日本国内
での医薬品産業の状況をより詳細に把握するた
め、国が公表している産業連関表７）を用いた経済
構造の分析をおこない、医薬品産業がもたらす財・
サービスの総供給と総需要の関係、および、主要
経済指標である国内総生産 GDP への寄与、そし
て医薬品産業が創出する粗付加価値 GVA の分配
面、其々からの考察をおこなったので報告する。

２．調査方法

　本調査対象の「医薬品産業」は、以下の定義に

則る。本稿３節：GVA の国際比較においては、
データソースとして OECD.Stat８）を用い、「Divi-
sion 21：Basic pharmaceutical products and phar-
maceutical preparations」を調査の対象とした。な
お、日本の医薬品産業の数値については、他の調
査対象国であるアメリカ、ドイツ、フランス、イ
ギリスの数値と異なり、OECDによる見積値（es-
timate）が用いられていることに留意が必要であ
る８）。このことは、内閣府が毎年公表する国民経
済計算の中で、経済活動別の国内総生産データと
して医薬品製造業の値を公表していないことから
生じていると考えられる。
　本稿４節：国内産業分析においては、総務省「平
成17－23－27年接続産業連関表」７）、および、経
済産業省「平成28、29、30年、令和元年延長産業
連関表：平成27年（2015年）基準」９）を用い、日
本標準産業分類の小分類165「医薬品製造業」10）を
調査対象とした。また、国内総生産 GDP 値につ
いては、内閣府「2021年度国民経済計算（2015年
基準・2008SNA）」11）を用いた。これら統計表は
全て2009年に国際連合で合意された国民経済計算
の最新の国際基準である2008SNA に準拠してお
り、平成27年（2015年）基準で作成されている。
SNA（System of National Accounts）は、一国の
経済を構成する諸側面を系統的・組織的にとらえ
て記録したマクロ経済統計であり、国際連合が提
示した共通の基準に基づいて、同加盟国が作成し

６）粗付加価値GVAとは、産出高から中間消費を差し引いたもの。個々の生産者、産業またはセクターによるGDPへの貢
献額である。総付加価値とも言う。e-Stat：https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/90/00/0253

７）産業連関表とは、作成対象年次における我が国の経済構造を総体的に明らかにするとともに、経済波及効果分析や各種
経済指標の基準改定を行うための基礎資料であり、基幹統計の１つ。原則として、西暦の末尾が０及び５の年を対象年
として、関係府省庁の共同事業として作成される。総務省「産業連関表」：https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/
data/io/index.htm#3

８）OECD.Stat：https://stats.oecd.org/
　　なお、本調査対象の日本の値は、OECDにより日本の統計から直接抽出および日本の産業分類からISIC Rev.4に変換し

た見積値が用いられている。日本のどの統計表に基づく値かは記載がない。
９）延長産業連関表は、総務省をはじめとする関係府省庁の共同事業により５年ごとに作成される「産業連関表」をベンチ

マークとして、最新情報を取り込みつつ可能な限り最新時点の産業構造を反映させることを目的に、「産業連関表」の
中間年を補間する位置づけとして作成されている。経済産業省「延長産業連関表」：https://www.meti.go.jp/statistics/
tyo/entyoio/index.html

10）日本標準産業分類の小分類165「医薬品製造業」には、細分類として1651医薬品原薬製造業、1652医薬品製剤製造業、
1653生物学的製剤製造業、1654生薬・漢方製剤製造業、1655動物用医薬品製造業が含まれる。総務省「日本標準産業分
類（平 成 25 年 10 月 改 定）（平 成 26 年 ４ 月 １ 日 施 行）」： https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/
sangyo/02toukatsu01_03000044.html#e

11）内閣府「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」：https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/
files/2021/2021_kaku_top.html
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ている12）。
　国際比較および国内産業分析の地域的範囲の捉
え方としては、「国内概念」が採用されている。国
内概念とは、端的には、ある国の領土内で行われ
た経済活動を範囲とする考え方である。例えば我
が国の領土内で行われた外国企業の活動は含まれ
るが、我が国の企業が外国の領土内で行った活動
は除かれる７）。
　なお、第３節と第４節の医薬品産業の調査対象
範囲は、調査に用いた統計表における医薬品産業
の定義の違いのため、完全に一致するものではな
い。また、企業の国際展開が急速に進む中、日本
企業の海外でのもうけや、外国株式・債券への投
資による配当・金利収入などを加えた、国内だけ
でなく海外を含む経済活動の大きさが分かる指標
であるGNI（Gross National Income：国民総所得）
の範疇としての分析はおこなっておらず、グロー
バル化が一段と進んでいる医薬品産業の創出する
付加価値としては過小評価となっている可能性が
ある点を、調査の限界として事前に提示しておく。

３．GVAの国際比較：OECDデータからの分析

3-1．医薬品産業GVAの GDPへの寄与率

　最初に、日本と欧米主要国（アメリカ、ドイツ、
イギリス、フランス）の各国 GDP への医薬品産
業が創出するGVA６）の寄与率を、2000年から2019
年の20年間のデータを用いて比較する（図１）。
データは名目値（current prices）に基づく。
　2019年、各国 GDP に占める各国の医薬品産業
GVAの寄与率は、米国（0.87％）、日本（0.84％）、
ドイツ（0.83％）、イギリス（0.67％）、フランス

（0.59％）の順であった。イギリスは2010年頃から、
フランスは2000年代後半から医薬品産業 GVA の
GDPへの寄与率を下げており、それぞれの国での
全産業の経済成長に比べて、医薬品産業の付加価
値創出割合が下がってきていることが見て取れ
る。他方、日本、アメリカ、ドイツについては、
この20年間安定的に各国の GDP への寄与率を維
持していた。

3-2．医薬品産業GVAの成長度合いと規模

　次に、日本と欧米主要国（アメリカ、ドイツ、

図１　医薬品産業GVAの各国GDPへの寄与率の推移（名目値）
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注：各国医薬品産業の GVA は、以下の区分の値を用いた。日本の値は OECD による見積値。
　　Variable: VSHT_Value added share in total economy, current prices
　　Industry: D21_Basic pharmaceutical products and pharmaceutical preparations
出所：�OECD.Stat: STAN structural indicators （iSTAN） 2022 ed., accessed on 25 Nov 2022をもとに医薬産業政策研究所に

て作成

12）内閣府「2008SNA（仮訳）」：https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008sna/kariyaku/kariyaku.html
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イギリス、フランス）の医薬品産業が創出する
GVA規模の変化を、2010年から2019年の10年間の
データを用いて比較する（図２）。データは名目値

（current prices）、現地通貨ベースである。
　2010年の医薬品産業 GVA 規模を基準として見
ると、アメリカとドイツは持続的に GVA 規模を
拡大している傾向があり、2019年には米国で1.37
倍、ドイツで1.26倍に成長していた。他方、日本

（1.05倍）、フランス（1.09倍）、イギリス（0.97倍）
は程度の差はあるものの GVA 規模の持続的な拡
大とまでは言えず、規模を維持するに留まってい
たことがわかる。
　加えて、2019年の各国の医薬品産業が創出する
GVA 規模を比較するため、OECD により各国の
現地通貨ベースで公表されている医薬品産業の
GVA 値をドル換算した（表１）。
　結果、2019年の日本の医薬品産業 GVA 規模は
425億米ドルと算出され、米国における医薬品産業
GVA 1,793億米ドルの約1/4に相当する規模であ
り、先行研究の結果と概ね一致した５）。また、欧
州諸国と比較すると、日本の医薬品産業が創出す
る GVA 規模は、ドイツ（291億米ドル）の約1.5

倍、イギリス（173億米ドル）の約2.5倍、フラン
ス（144億米ドル）の約３倍であった。

４．国内産業分析：産業連関表からの分析

4-1．�医薬品産業による財・サービスの総供給と

総需要の内訳と推移：名目額

　前節では、国際比較から日本国内の医薬品産業
が創出する GVA の状況を見てきた。結果、GDP
への寄与率としては維持していたが、GVA規模は
多少の浮き沈みはあるもののここ10年間横這いで

図２　各国の医薬品産業GVA規模の指数：経年推移（名目値）
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注１：各国医薬品産業の GVA は、以下の区分の値を用いた。日本の値は OECD による見積値。
　　　Variable: VALU_Value added, current prices
　　　Industry: D21_Basic pharmaceutical products and pharmaceutical preparations
注２：�2010年の各国のGVA規模をもとに指数を表示。2010年の各国GVAを1.00とした。各国現地通貨ベースにて算出して

いる。
出所：�OECD.Stat: STAN Industrial Analysis 2020 ed., STAN Database for Structural Analysis （ISIC4 SNA08）, accessed on 

25 Nov 2022をもとに医薬産業政策研究所にて作成

表１　各国の医薬品産業GVA規模（2019年）

国名 医薬品産業
GVA

各国通貨の対
１米ドル率

（10億米ドル） （年間平均）
米国 179.3 1
日本 42.5 109.01
ドイツ 29.1 0.89
イギリス 17.3 0.78
フランス 14.4 0.89

出所：�International Monetary Fund, International Finan-
cial Statistics, OECD. Stat, をもとに医薬産業政策
研究所にて作成
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あった。そこで、なぜそのような状況になってい
るのかを分析するため、産業連関表７）から得られ
る医薬品産業に関する財・サービスの総供給と総
需要の内訳とその推移を見ていくことで、日本国
内における医薬品産業の経済構造を明らかにして
いく（図３）。図中で使用される用語は以下のとお
り７）。
　医薬品産業 GVA は、医薬品産業が創出する粗
付加価値、すなわち医薬品産業による GDP への
貢献額のことであり６）、医薬品産業による国内生
産額から中間投入額を差し引いた額として表され
る。中間投入は、原材料等として購入する財やサー
ビスを表す。そして、国内生産額（＝医薬品産業
GVA＋中間投入額）に輸入額を加えたものが国内
の総供給額となる。総供給額と完全に一致する総
需要額は、国内需要合計（＝中間需要額＋国内最
終需要額）と輸出額の合計となる。中間需要は、
各産業に原材料などとして販売する財やサービス
を表し、医薬品産業の場合、医療産業への販売が
中間需要として把握されており、これが医薬品産
業への総需要の大きな部分を占める。また、国内
最終需要は、主に民間消費支出として需要され、
OTC 薬や医薬部外品などが主であると考えられ

る。なお、図中の各項目の数値は全て、産業連関
表上で政府により公表されている値である。
　図３より、2005年、2011年、2015年、2019年の
約５年置きの推移を見ていくと、医薬品産業によ
る総供給・総需要額が増加しており、国内の需要
に応える新薬等の供給拡大によって経済規模を拡
大していることがわかる。ただし、2015年から2019
年での総供給・総需要額は、10兆2,000億円から10
兆4,700億円と、その増加幅は2,700億円となってお
り、それ以前に比べて縮小していた。なお、この
増加幅はこの期間の輸出額の増加幅と同額であっ
た。加えて、この期間、主に医療産業により需要
される中間需要額が８兆9,900億円から８兆8,000
億円へと1,900億円減少していることも見て取れ
る。
　供給側に目を移すと、総需要の増加分を主に輸
入額の増加により満たしていることがわかる。国
内生産額（＝医薬品産業 GVA＋中間投入額）は、
2005年から2011年の間で６兆6,500億円から７兆
2,700億円へと6,200億円の増加があったものの、以
降は頭打ち状態であった。2005年と2019年を比較
すると、国内生産額は６兆6,500億円から７兆1,000
億円へと4,500億円増加しているものの、この間、

図３　医薬品産業による財・サービスの総供給と総需要の内訳と推移（名目額）
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注１：各項目の名目値は、産業連関表上で公表された値。医薬品産業 GVA は、医薬品産業が創出する粗付加価値を表す。
注２：�各年の総供給額・総需要額は以下の通り。2005年 761百億円、2011年 909百億円、2015年 1,020百億円、2019年 1,047

百億円。
注３：�各年の国内生産額（＝医薬品産業 GVA ＋中間投入額）は以下の通り。2005年 665百億円、2011年 727百億円、2015

年 706百億円、2019年 710百億円。
出所：�総務省「平成17－23－27年接続産業連関表（令和２年８月31日）」、経済産業省「令和元年延長産業連関表：平成27年

（2015年）基準」をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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中間投入額が２兆8,200億円から３兆4,100億円へ
と5,900億円増加しているため、医薬品産業が創出
する GVA は、３兆8,200億円から３兆6,900億円へ
と、1,300億円減少していた。

4-2．�医薬品産業による財・サービスの総供給と

総需要の内訳と推移：実質額

　次に、前項4-1の医薬品産業に関する財・サービ
スの総供給と総需要の内訳とその推移を、名目額
ベースではなく、実質額ベースで見ていく（図４）。
名目額と実質額の違いについては以下のとお
り13）。
　名目額とは、実際に市場で取り引きされている
価格に基づいて推計された値である。一方、実質
額とは、ある年（参照年）からの物価の上昇・下

落分を取り除いた値である。つまり、実質額は財・
サービスの量を表すと言える。医薬品産業の場合、
個別の薬剤の価格が下がって消費量が増えるとい
うような他の多くの産業で見られる図式ではな
く、新たに新薬が創出されることによる多様な薬
剤の増加により、消費者が多様な薬剤にアクセス
できるようになることで、実質額（＝財・サービ
スの量）が増加する産業であると考えられる。な
お、本調査対象の全ての産業連関表は、平成27年

（2015年）を参照年・基準年としている。
　名目額では、インフレ・デフレによる物価変動
の影響を受けるため、経済成長率を見るときは、
これらの要因を取り除いた実質額、実質 GDP の
成長率で見ることが多い。すなわち、主要経済指
標である GDP について産業別での貢献を見る場

13）内閣府「国民経済計算：名目値と実質値の違いは？」：
　　�https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/otoiawase/faq/qa1.html#:~:text=%E5%90%8D%E7%9B%AE%E5%80%A4%E3%81%

A8%E3%81%AF%E3%80%81%E5%AE%9F%E9%9A%9B,%E3%81%A7%E8%A6%8B%E3%82%8B%E3%81%93%E3%8
1%A8%E3%81%8C%E5%A4%9A%E3%81%84%E3%80%82

図４　医薬品産業による財・サービスの総供給と総需要の内訳と推移（実質額：2015年基準）
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注１：�各項目の実質値は、産業連関表上で公表された値であり、各年の名目値を2015年の価格を基準とした取引額に実質化
したものである。実質化には、2015年次の価格を１とした各年次の国内生産額、輸出額、輸入額それぞれの価格変化
率が用いられている。粗付加価値 GVA は、実質化後の国内生産額と中間投入額の計との差をもって実質値としてい
る。

注２：�接続産業連関表の医薬品（国内生産額、輸出額、輸入額）のインフレーターは以下の通り。2005年 0.925、2011年 
0.997。

注３：�延長産業連関表の医薬品のデフレーターは以下の通り。2019年 0.855（国内生産額）、1.246（輸出額）、1.220（輸入額）。
注４：�各年の総供給額・総需要額は以下の通り。2005年 704百億円、2011年 907百億円、2015年 1,020百億円、2019年 1,107

百億円。
注５：�各年の国内生産額（＝医薬品産業 GVA ＋中間投入額）は以下の通り。2005年 615百億円、2011年 725百億円、2015

年 706百億円、2019年 830百億円。
出所：�総務省「平成17－23－27年接続産業連関表（令和２年８月31日）」、経済産業省「令和元年延長産業連関表：平成27年

（2015年）基準」をもとに医薬産業政策研究所にて作成

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/otoiawase/faq/qa1.html#:~:text=%E5%90%8D%E7%9B%AE%E5%80%A4%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E5%AE%9F%E9%9A%9B,%E3%81%A7%E8%A6%8B%E3%82%8B%E3%81%93%E3%81%A8%E3%81%8C%E5%A4%9A%E3%81%84%E3%80%82
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/otoiawase/faq/qa1.html#:~:text=%E5%90%8D%E7%9B%AE%E5%80%A4%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E5%AE%9F%E9%9A%9B,%E3%81%A7%E8%A6%8B%E3%82%8B%E3%81%93%E3%81%A8%E3%81%8C%E5%A4%9A%E3%81%84%E3%80%82
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/otoiawase/faq/qa1.html#:~:text=%E5%90%8D%E7%9B%AE%E5%80%A4%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E5%AE%9F%E9%9A%9B,%E3%81%A7%E8%A6%8B%E3%82%8B%E3%81%93%E3%81%A8%E3%81%8C%E5%A4%9A%E3%81%84%E3%80%82
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合、産業別の粗付加価値GVAの量（＝実質GVA
額）をどれだけ国内で成長させ国の経済成長に貢
献したか、言い換えると、国民へ供与する付加価
値量を増加させたか（＝消費者利益を増加させた
か）が重要となる。
　図４より、2005年、2011年、2015年、2019年の
約５年置きの実質額の推移を見ていくと、医薬品
産業による総供給・総需要額が増加しており、国
内の需要に応える新薬等の供給拡大によっても経
済貢献を拡大していることが、実質額においてよ
り明確に確認できる。実質額でみると、2015年か
ら2019年での総供給・総需要額は、10兆2,000億円
から11兆700億円と、その増加幅は8,700億円であ
った。この額は、前項4-1の名目額での増加幅2,700
億円より３倍以上規模が大きく、この期間の年平
均成長率（CAGR）は、名目額では0.65％、実質
額では2.05％であった。
　もう少し幅広く、2005年から2019年の全ての年
において総供給・総需要額についての名目額と実
質額を比較すると、日本国内の医薬品産業の物価
は低下、すなわち、2005年から2019年まで一貫し
てデフレ状態であったことがわかる。
　需要側を見ると、2005年以降、国内需要合計（＝
中間需要額＋国内最終需要額）と輸出の実質額が
増加しており、主に医療産業により需要される中
間需要額も、前項4-1で示したように名目額では減
少していたが、実質額では伸び続けている。この
ことから、需要される財・サービスの量、すなわ
ち、消費者が多様な薬剤にアクセスできるように
なり需要された量が増加し続けていることがわか
る。
　供給側に目を移すと、実質額では国内生産額（＝
医薬品産業GVA＋中間投入額）が2005年以降増加
しており、特に、2015年から2019年での伸び幅が
大きく、７兆600億円から８兆3,000億円へと１兆
2,400億円増加した。すなわち、国内医薬品産業が
生産する医薬品の量としては大きく増加している

ことが確認できる。一方、輸入額については、2015
年から2019年にかけて実質額で３兆1,500億円か
ら２兆7,600億円へと3,900億円減少していた。つま
り、この期間の輸入される量としては減っている。
　名目額と実質額で大きく異なる点は、医薬品産
業が創出する GVA が実質額では大きく伸びてい
る点である。2005年と2019年を比較すると、医薬
品産業が創出する GVA は、実質額で３兆1,300億
円から４兆8,900億円へと１兆7,600億円増加して
いた。この結果は、利用可能な医薬品の増加等に
よって国民が医薬品から享受する消費者利益は大
きく増加したことを示している。

4-3．�医薬品産業の GVA と GDP 寄与率の推移：

名目値と実質値の比較

　前項4-1、2にて示してきた医薬品産業の創出す
る GVA を用い、国内総生産 GDP への寄与率の推
移を示す（図５）。なお、ここでは、各種産業連関
表において平成27年（2015年）基準でデータを抽
出できる全ての年（2005、2011、2015～2019年）
について可視化を行った。
　医薬品産業の創出するGVA（名目値）は、2005
年の3.8兆円から2011年には4.2兆円へと増加した
が、2015、2016年と減少し、2017、2018年で小幅
ではあるが持ち直したものの、2019年で再び減少
に転じており、その額は3.7兆円であった。つまり、
この期間、医薬品産業の GVA 額（名目値）は横
這いであった。国内総生産GDP（名目値）への寄
与率をみると、2005年の0.72％から2011年には0.84
％まで寄与率を拡大したものの、以降は減少傾向
であり、2019年では0.66％の寄与率と算出され
た14）。
　対して、医薬品産業の創出する GVA（実質値）
については、2005年の3.1兆円から2019年まで増加
傾向であり、2019年には4.9兆円まで拡大してい
た。国内総生産GDP（実質値）への寄与率をみる
と、2005年の0.61％から2011年には0.79％へと寄与

14）ここでは、前節の3－1項にて示した OECD が公表している医薬品産業 GVA の GDP への寄与率と異なる値が算出され
ている。これは、OECD データは OECD による見積値である点、OECD データと産業連関表では医薬品産業の定義が
異なる点、内閣府が医薬品産業の産業別の GDP 値を公表していない点、産業連関表と内閣府が国民経済計算にて公表
する GDP の算出方法が異なる点、など複数の要因があるためと考えられる。
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率を拡大し、2015年に0.69％へ低下したものの、以
降は持続的に成長し、2019年には0.88％の寄与率
と算出された。つまり、医薬品産業は創出する付
加価値量を増加することで、国の実質 GDP への
寄与率を拡大した。このことから、国の実質経済
成長への貢献度合いを増していたことが確認でき
た。
　名目値と実質値の医薬品産業 GVA について、
2015年から2019年の年平均成長率（CAGR）を比
較すると、名目値ではマイナス0.28％、実質値で
はプラス7.02％と算出された。このことから、医
薬品産業は求められるニーズに応えうる新たな付
加価値、すなわち、消費者が求めるアンメット・
メディカル・ニーズに応える医薬品を持続的に創
出し続け提供しているものの、金額ベースでは付
加価値が伸びずに横這いであるという状況が見て

取れる。

4-4．�医薬品産業GVAの分配面：内訳と推移

　ここまで、医薬品産業に関する財・サービスの
総供給と総需要の内訳とその推移からの分析を示
してきたが、最後に、創出された GVA（名目値）
がどのように分配されているかを見ていく。なお、
産業連関表上で公表されているGVA（実質値）は、
実質化後の国内生産額と中間投入額の計との差を
もって実質値とされており、実質化後の分配面の
項目別値は公表されておらず、名目額のみの分析
となる。
　図６に2005年から2019年までの各種産業連関表
上で公表されている医薬品産業の粗付加価値
GVAの分配面の推移を示す。図中で使用される用
語は以下のとおり７、11、15）。

15）MRI ECONOMY REVIEW「GDP 統計上の投資はどこまで包含するべきか～GDP 基準改定による研究・開発の資本化と
今後の方向性～」（2016年11月29日）：https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/i6sdu600000176vp-att/mer20161129.pdf

図５　医薬品産業のGVAと GDP寄与率の推移：名目値と実質値の比較
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注１：�GDP 寄与率は、寄与率％＝医薬品産業 GVA／国内総生産 GDP ×100　として算出。GDP は内閣府公表の暦年データ
を使用。

注２：�医薬品産業 GVA は、医薬品産業の創出する粗付加価値 GVA を表し、名目値・実質値ともに産業連関表上で公開さ
れた値である。実質値は2015年基準であり、実質化には2015年次の価格を１とした各年次の国内生産額、輸出額、輸
入額それぞれの価格変化率が用いられている。実質化後の国内生産額と中間投入額の計との差をもって実質値として
いる。GVA 額の価格変化率は公表されていない。

注３：�接続産業連関表の医薬品（国内生産額）のインフレーターは以下の通り。2005年 0.925、2011年 0.997、2015年 1.000。
注４：�延長産業連関表の医薬品（国内生産額）のデフレーターは以下の通り。2015年 1.000、2016年 0.949、2017年 0.924、

2018年 0.876、2019年 0.855。
注５：�国民経済計算のGDP（支出側）デフレーターは以下の通り。2005年 1.040、2011年 0.974、2015年 1.000、2016年 1.004、

2017年 1.003、2018年 1.003、2019年 1.010。
出所：�総務省「平成17－23－27年接続産業連関表（令和２年８月31日）」、経済産業省「平成28、29、30年、令和元年延長産

業連関表：平成27年（2015年）基準」、内閣府「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」をもとに医薬産業
政策研究所にて作成
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　資本減耗引当は、固定資本（有形、無形）の価
値の減耗分を補填するために引き当てられた費用
であり、減価償却費と資本偶発損の合計をいう。
企業内研究開発や特許等の知的財産生産物に係る
資本減耗は、各部門の資本減耗引当に含まれる。
つまり、民間企業の企業内研究開発業務による成
果が研究開発ストックとして蓄積され、将来の生
産に貢献するとの考え方の下、分配面では研究開
発のストックが資本減耗引当に組み込まれ、生産
面ではその分付加価値が増加することになる。
　雇用者所得とは、国内の民間及び政府等におい
て雇用されている者に対して、労働の報酬として
支払われる現金、現物のいっさいの所得である。
　営業余剰は、各産業部門の営業利潤、支払利子、
使用動産や不動産の純賃貸料、直接税等からなる。
日本では、分配面の計測が、雇用者報酬や固定資
本減耗など部分的にしか行われておらず、分配面
の営業余剰に関しては、支出や生産面と総額を合
わせるための残差として算出されている。企業会
計上の営業利益に近い概念だが、SNAの営業余剰

と企業会計上の営業利益の水準は大きく違うう
え、前年比の動きも違うことに注意が必要であ
る16）。
　家計外消費支出額とは、いわゆる「企業消費」
に該当するもので、宿泊・日当、交際費、福利厚
生費等からなる。
　図６に示した2005年から2019年までの分配面の
推移を見ると、医薬品産業の GVA が横這いであ
る中、資本減耗引当（民間企業設備投資や企業内
研究開発に係る資本を含む。）が2018年まで継続的
に拡大しており、その額は１兆6,601億円から１兆
9,661億円へと3,060億円の増加であった。ただし、
2019年は2018年に比べ674億円減少の１兆8,987億
円となっており、2016年と同程度の額となってい
た。
　次に、雇用者所得の推移を見ると、2005年から
2017年まで継続的に減少し、その額は8,982億円か
ら5,931億円へと3,051億円の減少であった。その
後、2018年に437億円増加したが、2019年には133
億円減少と再び減少に転じ、その額は6,235億円で

16）山澤成康「営業余剰の簡易推計」跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第32号（2021年７月25日）：
　　https://www.soumu.go.jp/main_content/000770420.pdf

図６　医薬品産業のGVAの分配面の推移（名目値）
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注１：�資本減耗引当は、固定資本（有形、無形）の価値の減耗分を補填するために引き当てられた費用であり、減価償却費
と資本偶発損の合計をいう。企業内研究開発に係る資本減耗は、各部門の資本減耗に含まれる。

注２：�雇用者所得とは、国内の民間及び政府等において雇用されている者に対して、労働の報酬として支払われる現金、現
物のいっさいの所得である。

注３：�営業余剰は、各産業部門の営業利潤、支払利子、使用動産や不動産の純賃貸料、直接税等からなる。
注４：�家計外消費支出額とは、いわゆる「企業消費」に該当するもので、宿泊・日当、交際費、福利厚生費等からなる。
出所：�総務省「平成17－23－27年接続産業連関表（令和２年８月31日）」、経済産業省「平成28、29、30年、令和元年延長産

業連関表：平成27年（2015年）基準」をもとに医薬産業政策研究所にて作成



10 政策研ニュース No.68　2023年３月

あった。2005年と2019年を比較すると、雇用者所
得は、8,982億円から6,235億円へと2,747億円の減
少であった。
　最後に、営業余剰の推移を見ると、2011年以降
減少傾向が続いている。2015年以降の数値を追っ
てみると、2015年から2016年に営業余剰が9,605億
円から8,537億円へと1,068億円減少、2017年に
1,141億円増加し9,678億円となったものの、2018年
に840億円減少し8,838億円、2019年には更に412億
円減少したため、営業余剰は2005年以降で最小額
の8,426億円となった。2017年から2019年の減少幅
は1,252億円となる。

５．まとめと考察

　ここからは、得られた調査結果について考察す
る。まず、本稿３節のOECDデータに基づいた国
際比較（日米英独仏の５ヶ国、名目値ベース）よ
り、2019年に日本国内の医薬品産業が創出した
GVA は、GDP に対する寄与率（図１）、GVA 規
模（表１）ともに米国に次ぐ大きさであることが
確認された。日本の医薬品産業は、20年間安定的
に GDP への寄与率を維持し続けていた。ただし、
医薬品産業の GVA 規模はこの10年間横這いであ
り、アメリカやドイツのような伸びは見られなか
った（図２）。
　図１、２から読み取れることとして、日本の場
合は、国の GDP 自体が停滞していたため、医薬
品産業の GVA 規模を維持し続ければ、GDP への
寄与率も安定するという構造であった。アメリカ
やドイツは、GDP の成長とともに医薬品産業の
GVA 規模も拡大しているため、GDP への寄与率
が維持できている。他方、フランスやイギリスは、
医薬品産業のGVA規模は維持していたものの、他
産業の成長により国の GDP が成長しているため、
GDP への寄与率が下がっているという構造であ
った。

　本稿４節では、日本国内における医薬品産業の
経済構造を分析するため、産業連関表から得られ
る医薬品産業に関する財・サービスの総供給と総
需要の内訳とその推移を、名目額と実質額に分け
て可視化をおこなった（図３、４）。その結果、日
本国内の医薬品産業は、国内の総供給・総需要額
について、名目額、実質額ともに、国内の需要に
応え経済規模を拡大していた。ただし、需要増加
分を主に輸入額の増加により満たしており、一方、
輸出額は伸びているものの輸入額と比べると伸び
が小さい。また、国内生産額については、グロー
バル化が進む中、名目額においては大きな減少な
く維持しており、実質額においては大きく規模を
拡大していた。そして、これら名目額と実質額の
比較から、日本国内の医薬品産業の物価は低下、
すなわち、常にデフレ状態であることが確認され
た。
　国内総生産 GDP への医薬品産業が創出する
GVAの寄与率の推移について、名目値と実質値を
比較したところ（図５）、日本の医薬品産業はデフ
レ状態である中、創出する GVA は、名目値では
維持、実質値では増加していた。結果、名目GDP
への寄与率は停滞していたものの、実質 GDP 寄
与率を拡大しており、国民が受益する付加価値量
を持続的に増すことで、日本の実質経済成長に貢
献していることがわかった。
　この実質値での付加価値が持続的に増加した理
由としては、希少疾病用医薬品17）や、がん領域の
薬剤18）など、未充足のアンメット・メディカル・
ニーズを満たすスペシャリティ領域の薬剤の承認
数増加等により過去の薬剤とは治療セグメントの
異なる薬剤が増加し、薬剤の置き換わりは多くは
起こらなかったために生じた可能性がある。また、
国内での後発医薬品数量シェアが拡大していると
いう背景から19）、過去輸入されていた薬剤のジェ
ネリック化による国内生産量の増加が後押しし、

17）医薬産業政策研究所「日本で承認された新医薬品とその審査期間－2021年承認実績と日本市場のグローバル化の現
状－」No.65（2022年３月）

18）医薬産業政策研究所「日本で承認された新医薬品とその審査期間－2020年承認実績と過去10年の動向調査－」No.62
（2021年３月）、「抗悪性腫瘍剤と神経系用剤におけるFDA承認動向の変化－日本の未承認薬増加の背景－」No.66（2022
年７月）

19）厚生労働省「医薬品産業ビジョン2021」（資料編）：https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf
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医薬品産業による実質的な粗付加価値 GVA は大
きく増加していたとも考えられる。薬剤の価値の
陳腐化は、新しい薬剤の上市により置き換わり使
用されなくなる、疾患自体が消滅し使われなくな
る場合に生じるが、こうした新薬が未充足のアン
メット・メディカル・ニーズを満たすものであれ
ば、既存薬の陳腐化は起きない。ジェネリックへ
の置き換えや薬価下落が生じることによって、薬
の値段は下がるものの実質的な薬剤価値の低下が
起こるわけではなく、需要量すなわち臨床での使
用量が減るわけではないというのが、医薬品産業
により創出される財・サービスの特徴であろう。
　次に、医薬品産業の物価のデフレ状態について
であるが、近年、特許期限が切れた後に生じる先
発医薬品のジェネリック薬への置き換えに加え
て、毎年のように実施される薬価改定・抑制策等
の影響により、日本の医薬品産業は物価が下がっ
ていく産業構造となっている。図５の注釈にて示
した医薬品のデフレーターを見ると、2016年、2018
年の偶数年、すなわち、薬価改定年での価格変化
率の低下幅が大きいことがわかる。アンメット・
メディカル・ニーズに応える多様な医薬品を持続
的に創出していること等によって国内生産量は増
加し続けているものの、薬価の持続的下落によっ
て、名目額での粗付加価値 GVA は伸びずに維持
するので精一杯な状況となっており、医薬品産業
の名目 GVA 成長に負の影響を及ぼしていること
が示唆される。人為的に薬価を大幅に下げていく
政策が続くと、今後円安や海外インフレにより供
給側の中間投入額が大きく増加した場合、粗付加
価値 GVA は大きく減少し、国内研究開発投資や
国内生産の存続の誘因にも深刻な影響を与える危
険性もある。
　また、輸出入の関係であるが、国内製薬企業が
日本の他の製造業同様、海外への生産拠点移転を
進めたため、各社の海外売上と比して輸出額が伸
びず、一方、海外企業も国内に製造拠点を多く持
たないため、輸入額が増加しているという構造か

ら生じている。そして、この海外製造の拡大は製
薬企業の医薬品製造立地選択の結果であり、日本
の法人課税の高い実効税率とバイオ医薬品の製造
に関する基盤整備の遅れ等の構造的な要因、すな
わち、日本型のグロバリゼーションが抱える構造
的な要因に起因している20）。2013年に長澤はこの
問題を適確に論じており、「医薬品製造は創薬に不
可欠のバリュー・チェーンであり、医療分野にお
けるイノベーションを実現し、国内製薬産業が日
本の医療、経済、科学技術に貢献するために重要
な役割を果たしている。しかし、残念なことに日
本では医薬品製造に対してその重要性に見合った
政策が講じられていない。立地選択に係わる構造
的な要因を解消することなく放置すれば、将来的
には日本国内の製造基盤自体が海外に移転して国
内製造が空洞化することが危惧される。」と提言し
ている20）。残念ながら、それ以降も大きな政策転
換は見られなかったが、近年のコロナ・パンデミ
ックにより様々な構造上の課題が露呈し、加えて、
ロシアによるウクライナ問題により経済安全保障
の重要性が認識されたことで、半導体などととも
に、ワクチン・医薬品等の国内製造拠点の重要性
が国民に認識されつつある。ぜひこの機会を逃さ
ずに、この立地選択に係わる日本の構造的な要因
を解消する大胆な施策が打たれることを願う。
　最後に、本稿4-4項の医薬品産業の GVA の分配
面の内訳推移データについて考察する。図６によ
ると、2005年以降、医薬品産業の雇用者所得が縮
小し続ける中、直近２年は雇用者所得を維持して
いた。独立行政法人経済産業研究所（RIETI）の
データベースによると、この間の医薬品産業の労
働生産性の伸びは高く、2005年から2010年、およ
び、2010年から2018年の製造業全体の労働生産性
上昇率（＝付加価値／労働時間）がそれぞれ3.0％、
1.2％である中、医薬品産業の労働生産性上昇率
は、2005年から2010年で12.2％、2010年から2018
年で5.6％にのぼった21）。このことから、この雇用
者所得の縮小の要因として、医薬品産業は経営合

20）医薬産業政策研究所「日本の医薬品の輸入超過と創薬の基盤整備の課題」リサーチペーパー・シリーズ No.58（2013年４月）
21）独立行政法人経済産業研究所（RIETI）「JIP データベース2021：４．成長会計、34）労働生産性上昇率（付加価値／総

労働時間）」（2021年３月16日更新版）：https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2021/index.html
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理化により生産性を向上させていたためであると
考えられる。
　また、民間企業設備投資や企業内研究開発を含
む資本減耗引当が拡大し続けていたものの、2019
年は減少へと転じていた。このことは、医薬品産
業がイノベーション創出に向けた研究開発投資や
設備投資額を継続的に増やしていたと考えること
ができる。ただし、2019年に減少に転じているこ
とから、2020年以降の動向を注視する必要があろ
う。なお、資本減耗引当と雇用者所得の合計額は
ほぼ一定で推移しており、経営合理化による雇用
者所得の縮小分を企業内研究開発や企業設備に投
資している構図となっているように見える。ただ
し、因果関係があるかは本データからはわからな
い。
　加えて、営業余剰の推移からは、直近の2019年
に最少額となっていることが確認された。特徴的
なのは、営業余剰が奇数年に増加し、偶数年に減
少する点である。つまり、薬価改定年に減少して
いると考えられ、このため、奇数年である2019年
も消費増税に伴う改定がおこなわれたために営業
余剰が減少していると考えられた。
　2019年以降、2020年から2022年まで毎年の薬価
改定がおこなわれている。そのため、今後も名目
額での粗付加価値 GVA が停滞または減少するこ
とが想定される。この毎年のようにおこなわれる
薬価改定の影響は、GVAの分配面、すなわち、雇
用者所得への分配の減少、設備投資や研究開発投
資を含む資本減耗引当の減少を引き起こし、イノ
ベーション創出のための人的投資そして研究開発
投資が進まず、悪影響となる可能性が高い。
　なお、医薬品産業の経済貢献を分析する上で明
らかとなった構造上の問題について、本稿では具
体的な解決策を提示するまでに至っておらず、今
後の研究課題としたい。

６．おわりに

　今回、医薬品産業の粗付加価値 GVA から経済
構造を見てきた。日本の医薬品産業は、現状は国
際的にも良い位置につけており、付加価値額の維
持、付加価値量の拡大により、日本経済への貢献

を持続的におこなっている産業であった。しかし、
デフレ状態の産業構造や、過去から続く立地選択
に係る構造的な要因、近年の毎年のように実施さ
れる薬価改定による付加価値額の停滞から影響を
受ける研究開発投資や雇用者所得の減少の可能性
など、将来的にイノベーション創出を継続してお
こなっていく上での構造上の問題があることが明
らかとなった。
　医薬品産業により創出される財・サービス、す
なわち医薬品は、ジェネリックへの置き換えや薬
価下落が生じることによって、薬の値段は下がる
ものの実質的な薬剤価値の低下が起こるわけでは
なく、需要量すなわち臨床での使用量が減るわけ
ではない。しかし、現状の制度下では、医薬品産
業は求められるニーズに応えうる新たな付加価値
を持続的に創出し続けることで、国民の多様な最
新医薬品へのアクセス確保に貢献しているもの
の、医薬品産業の構造がデフレ状態となっている
ため、金額ベースでは付加価値額が停滞している
という状況である。
　本稿の最後に、医薬品産業の創出する粗付加価
値 GVA の実質値が拡大することにより、日本経
済へ貢献しているという点について、改めて考え
てみたい。
　医薬品産業では、市場にある新薬の特許が切れ
ジェネリックが参入し薬価が下がることと、アン
メット・メディカル・ニーズに応える新たな新薬
が創出され市場に導入されることで医薬品が多様
化することとがパラレルにおこっている。医薬品
の需要量が増加しているのは、個別の薬剤の価格
が下がって消費量が増えているわけではない。消
費者がより多様な薬剤にアクセスできるようにな
って増加しているということである。すなわち、
実質付加価値が増加するのは何を意味するかとい
うと、消費者利益の拡大をあらわしている。消費
者がより多様な医薬品を手に入れるようになって
健康が増進したという点を、不完全ではあるが、
価格の面で測っており、消費者がアクセス可能な
多様な医薬品がどんどん増加している、医療上で
必要とされている薬剤の質および量の両方が増え
ている、その効果を表している。
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　このように考えると、実質付加価値が増加する
ということは、本稿第１節にて述べた医薬品産業
の２つの経済貢献、すなわち、医薬品の受益によ
り人々の健康からもたらされる経済のけん引力と
しての貢献、および、研究開発集約型の先進製造
業として財・サービスの生産活動から生じる付加
価値創出、の両方を表していることになる。
　本研究が、医薬品産業の経済貢献および構造上
の課題を考える上での一助となることを期待す
る。
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